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要約
環境問題への関心が高まる中、廃棄物問題は特に深刻である。廃棄物には日常生活の場
で排出される「一般廃棄物J と事業活動に伴う「産業廃棄物j とがある。「産業廃棄物」は
事業活動に伴うものであり、生産現場で比較的同じ種類の廃棄物が大量に発生するのが特
徴であり、安全化・安定化の処理にも専門的な知識・技術が必要である。近年、産業廃棄
物処理問題がますます深刻になっている中で、産業連関表を利用することで、産業廃棄物
の種類別、産業別動向を分析した。
環境問題への産業連関表の適用例としては(1)拡張産業連関表アプロ」チと (2)付帯
表アプローチがある。本研究では、現在のわが国の産業廃棄物統計データの整備状況から
考えて後者のアプローチを取った。ただし産業廃棄物の産業別種類別排出量は公表されて
いないため公表データをもとにRAS法を用いて推計し分析に用いた。本報告では、推計で
求めた産業別種類別排出量行列と種類別の最終処分率から産業別種類別の最終処分量をも
とめた。また、種類別の最終処分率削減の効果を検討するために、各種類毎に最終処分率
を1%カットし種類別の減量効果を検討した。最終処分量の分析結果を以下に整理する。
(1)産業別の最終処分量は建設業が圧倒的に多く、その97.7%が建設廃材である。 (2)汚
泥が多い産業は、電気・ガス・水道業 (32%)、鉱業(15.7%)である。 (3)電気・ガス・
水道業は排出量は多いが最終処分量は建設業の約半分である。何)汚泥は種類別最終処分
率の削減効果が大きい。
都市化の進展に伴う電気・ガス・水道業の役割の増大は、より多くの汚泥排出の可能性
を示す。都市の社会資本整備も建設廃材の大量発生に結びつきかねない。建設廃材の排出
抑制と中間処理の向上による最終処分率の一層の削減が求められる。統計データ不足で一
定の限界はあるものの、産業連関分析の産業廃棄物問題への適応の有効性は示せたと考え
る。
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1.はじめに
環境問題への関心は、年々高まってきており、
廃棄物問題はその処分地の不足もあり、特に深刻
である。廃棄物には日常生活から発生する廃棄物
と事業活動に伴う産業廃棄物とがある。日常生活
から排出される「ごみj は生活の場で発生し排出
される。一方「産業廃棄物」は事業活動に伴う廃
棄物であるという性質上、生産現場で比較的同じ
種類の廃棄物が大量に発生・排出されるのがその
特徴である。また、安全化・安定化の処理にも専
門的な知識・技術が必要な場合が多い。
近年、産業廃棄物の処分場不足に伴い、産業廃
棄物処理問題はますます深刻になっている。とこ
ろが産業廃棄物の種類別、産業別の動向を検討し
ようとする場合に、利用できる統計データが必ず、
しも十分で、はないのが現状である。そこで産業廃
棄物の動向を数量的に解明し、今後の環境政策の
検討に生かしたいと考え、産業連関表を利用する
ことで産業廃棄物の、種類別産業別動向を分析し
た。
環境問題への産業連関分析の応用としては、二
酸化炭素を中心とする大気汚染物質の排出量を主
な研究対象とした研究が試みられているが、廃棄
物問題の実証研究は十分には行われていない。環
境問題への産業連関表の適用例としては(1)拡張
産業連関表アプローチと (2)付帯表アプローチが
ある。レオンチェフ(1970)、中村(1996)は前者
の例であり、慶臆大学の吉岡教授グルーフ。の研究
(池田他、 1996)は後者の例である。
本研究では、現在のわが国の産業廃棄物統計
データの整備状況から考えて後者のアプローチを
取った。雇用表と同様の考え方で、付帯表として
の産業廃棄物排出量行列を用い、産業活動に伴う
産業廃棄物排出量の実態を解明した(大平他、
1998)。但し、産業廃棄物の種類別産業別排出量は
公表されていないため、公表データをもとにRAS
法を用いて推計し分析を行った。産業連関モデ、ル、
データ推計方法および産業廃棄物の種類別産業別
排出量の推計結果の詳細については、前掲論文(大
平他、 1998)を参照されたい。本論文では上記の
モデルとデータから得られた、種類別産業別の排
出量と公表されている種類別の産業廃棄物最終処
分率とを用いて種類別産業別最終処分量を求め
た。以下ではこの最終処分量を中心に考察する。
分析に用いた産業連関モデ、ルの概要と推計方法
については、全体の理解に必要な範囲での簡単な
解説の後、得られた結果について検討する。先ず、
種類別産業別排出量行列と種類別の最終処分率か
ら種類別産業別の最終処分量をもとめた。また種
類別の最終処分率改善の効果を検討するために、
各種類毎に最終処分率を 1%カットした場合に種
類別産業別の最終処分量が、各産業毎ににどのよ
うに変化するのかを検討した。
以下の第2節でわが国の廃棄物処理の枠組みと
産業廃棄物の現状を概観し、第3節では分析に用
いた産業連関モデ、ルの概要と使用データについて
触れ、第4節で種類別産業別の最終処分量につい
て検討する。最後に第5節で分析結果を整理して
示す。
図1 日本の廃棄物の分類
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2.産業廃棄物の現状
「廃棄物Iとは不要になったものであり、平成2
年版『厚生白書』は『物やサービスが持つ本来の
効用が認められなくなり不用とされた物が『廃棄
物』である」としている(厚生省、 1991)0 r廃棄
物Jの定義や処理方式は国により時代により異な
り、有用物が不用になった時点で潜在的な廃棄物
になる。
廃棄物は一般的には家計から排出される「生活
系廃棄物J と事業活動に伴って排出される「事業
系廃棄物Jに分類される。わが国の廃棄物は「廃
棄物の処理及び清掃に関する法律J(以下では「廃
掃法J と呼ぶ)で個人の日常生活から排出される
生活系廃棄物と事業活動から排出される事業系廃
棄物に分類される。この関係を図Iに示す。
「廃掃法Jは事業系廃棄物のうち19種類を産業廃
棄物とし、その処理責任は排出事業者自身にある
と規定している。この19種類とは、燃えがら、汚
泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック、
紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残淳、ゴム
くず、金属くず、ガラス及び陶磁器くず、鉱きい、
建設廃材、動物のふん尿、動物の死体、ばいじん
類、以上18種類を処分するために処理したもので
ある。事業系廃棄物のうち19種類以外は、事業系
一般廃棄物と定義され、この事業系一般廃棄物と
生活系廃棄物をあわせたものは一般廃棄物と定義
される。
廃掃法では一般廃棄物の処理責任は市町村にあ
ると規定され、一般廃棄物のうち固形のもの(し
尿・生活雑排水を除いたもの)が「ごみj に分類
され、「ごみJの処理費用は基本的には市町村の一
般財源で賄われている。 1993年度の排出量は産業
廃棄物が4億トンであり、一般廃棄物排出量5千
万トンの約8倍であった。では具体的に法律で定
められている19種類の中で、どの種類が多いのか、
またどの業種から多く排出されているのかについ
て、「環境白書Jおよび「産業廃棄物ハンドブッ
ク」の数字をもとに現状を検討する。
表lに産業廃棄物の種類別排出量、表2に産業
別排出量、表3に地域別排出量の推移を示す。1993
年度の排出量を種類別に見ると汚泥が45.5%、動
物のふん尿が19%、建設廃材が15.5%であり、こ
の3種類で全体の80%を占めている。
産業別排出量では、建設業、農業、電気・ガス・
水道業の3業種で57%を示してる。鉄鋼業は1990
年度、 1991年度はそれぞれ12.3%、12.1%であっ
たが、1993年度には7.8%と減少している。種類別
では汚泥、建設廃材が多く、産業別では建設業、
電気・ガス・水道業が多いことが見て取れる。汚
泥が多いのは都市化の進展に伴う下水道整備によ
る面があり、これは、業種別でみた電気・ガス・
水道業からの排出量が多いことからも言える。
表1 産業廃棄物の種類別排出量(100万トン)
種類 1990 (%) 1991 (%) 1992 (%) 1993 (%) 
汚泥 171.5 43.4 167.7 42.1 177.1 43.9 180.5 45.5 
動物のふん尿 77.2 19.6 77.3 19.4 76.4 18.9 75.6 19.0 
建設廃材 54.8 13.9 58.4 14.7 66.9 16.6 61.5 15.5 
鉱さい 42.5 10.8 46.7 11.7 33.3 8.3 30.9 7.8 
ばいじん 7.5 1.9 6.9 1.7 7.4 1.8 9.1 2.3 
木くず 6.6 1.7 6.8 1.7 7.3 1.8 6.9 1.8 
金属くず 8.5 2.2 7.9 2.0 7.2 1.8 6.0 1.5 
ガラス及び陶磁器くず 5.3 1.3 5.6 1.4 6.2 1.5 6.0 1.5 
廃プラスチック 4.3 1.1 4.6 1.1 4.7 1.2 5.3 1.3 
動植物性残淳 3.5 0.9 3.0 0.8 3.3 0.8 3.2 0.8 
その他産業廃棄物 13.0 3.3 13.0 3.3 13.6 3.4 11.7 3.0 
合計 394.7 100.0 397.9 100.0 403.5 100.0 396.9 100.0 
出所:厚生白書、各年版
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表2 産業廃棄物の業類別排出量<1∞万トン)
業種 1990 (%) 1991 (%) 1992 (%) 1993 (%) 
農業 77.4 19.6 77.5 19.5 76.6 19.0 75.8 19.1 
建設業 71.1 18.0 77.1 19.4 85.7 21.2 81.6 20.6 
電気・ガス・水道業 55.0 13.9 57.8 14.5 65.5 16.2 67.5 17.0 
鉄鋼業 48.6 12.3 48.3 12.1 38.4 9.5 30.9 7.8 
鉱業 34.0 8.6 34.8 8.7 26.5 6.6 29.2 7.4 
パルプ・紙加工業 27.5 7.0 21.2 5.3 27.2 6.7 29.4 7.4 
窯業・土石製品 17.5 4.4 17.6 4.4 17.0 4.2 17.3 4.3 
その他 63.7 16.1 63.6 16.0 66.5 16.5 65.3 16.5 
合計 394.7 100.0 397.9 100.0 403.5 100.0 396.9 100.0 
出所:厚生白書、各年版
表3 産業廃棄物の地域別排出量(1∞万トン)
地域 1990 (%) 1991 (%) 1992 (%) 
関東 109.4 27.7 111.2 27.9 116.7 28.9 
中部 70.8 17.9 70.0 17.6 70.0 17.4 
近畿 65.9 16.7 66.0 16.6 64.6 16.0 
九州 54.0 13.7 55.7 14.0 48.8 12.1 
東北 30.3 7.7 30.6 7.7 32.7 8.1 
北海道 29.5 7.5 29.8 7.5 30.7 7.6 
中国 19.8 5.0 20.0 5.0 27.1 6.7 
四国 15.1 3.8 14.8 3.7 12.9 3.2 
会計 394.7 100.0 397.9 100.0 403.5 100.0 
出所:産業廃棄物処理ハンドブック、平成6年版、平成8年版
また、地域別では、関東が28.9%、中部が17.4%、
近畿が16%であり、この3地域で全体の62.3%を
占めている o
廃棄物処理の全過程は収集・運搬に始まり、安
全化、安定化のための中間処理(焼却、破砕、資
源回収など)を経て最終処分(埋め立て)に至る。
中間処理を行う目的としては、廃棄物の安全化(無
害化)、安定化、減量化、再利用化があげられる
(鍋島他、 1997)。
処理施設には中間処理施設と最終処理施設があ
り、設置主体は事業者、処理業者、公共の3者があ
る。産業廃棄物は一般廃棄物と異なり、安全化・
安定化の処理が不可欠であり、廃棄物の性状に関
しての知識・技術情報は排出者自身が多く保有し
ている場合が多い。また、その発生場所も事業活
動が行われる地点(工場など)であり、大量・集
中的に発生し、一般廃棄物が安定的な形で分散的
に発生するのとは対照的であるo 一般廃棄物とは
異なり、産業廃棄物を安全な状態に処理するには
専門的な技術・設備などが必要である。
表4に示す産業廃棄物処理業者の推移による
と、処理業者のうち収集運搬のみが全体の90%を
占めている。発生地点での安全化・安定化が望ま
れるが、処理施設が必ずしも廃棄物の排出地に近
接しているわけではないため、これら産業廃棄物
の移動に伴う環境汚染の問題も検討を要するであ
年
表4 産業廃棄物処理業者
処理業者の許
可件数
(内収集運搬のみ)
% 
1985 47，388 42，665 90.0 
1990 67，848 62，057 91.5 
1991 71，514 65，530 91.6 
1992 75，305 69，070 91.7 
1993 80，463 73，906 91.9 
出所:産業廃棄物処理ハンドブッ夕、平成8年版
木村・大平・庄田:産業連関表による産業廃棄物の分析 69 
ろう。
図2の1993年度の産業廃棄物排出量の処理フ
ローでみると、排出量3億9700万トンのうち、39%
のl億5600万トンが再生利用に回り、安全化・安定
化のための中間処理が施された後、最終処分され
るのは21%の84∞万トンにまで減量される。
図3に排出量と最終処分量の推移をグラフで示
す。排出量、最終処分量ともに19叩年度からはほ
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図3 産業廃棄物排出量の推移
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ぽ横這いである。最終処分量の排出量に占める割
合は23%から21%へと僅かながら減少傾向を示し
ている。全体としての最終処分量の中でどの産業
のどの種類の廃棄物が多いのか、あるいは少ない
のか、また、減量化の余地はどうなのかを検討す
るのが、本報告の目的である。
3.産業連関表と産業廃棄物
3. 1 産業連関表の適用と使用データ
産業連関分析の環境問題への適用は数多く試み
られているが、大きく分けると次の2つのアプロー
チがある。(1)拡張産業連関表を作成するアプ
ローチと (2)産業連関表には手を加えず、付帯表
を用いるアプローチである。前者は対象とする活
動を体系内に明示的なアクティピティとして組み
込もうとするものであり、産業連関表自体を拡張
し分析するアプローチである。後者は産業連関表
自体には子を加えず、雇用表と同様の付帯表を作
成し分析を進めるものである。
付帯表アプローチによる研究には前述の吉岡ら
がある。リサイクルを本格的に分析するためには、
リサイクル部門を産業として取り込む拡張産業連
関表による分析が必要であるが、我が国の産業廃
棄物統計の現状では困難であると判断し、本報告
では後者のアプローチを用いた。
産業廃棄物統計は排出量と処分量に重点をおい
て公表している。「排出量」とは発生した産業廃棄
物のうち無価物の量であり、有価物と無価物をあ
わせて「発生量J と呼んでいる。有価物は市場で
取引きれ、無価物のみが産業廃棄物として事業所
から排出され、中間処理を経て最終処分量が最終
処分地へ運ばれる。
最終需要により誘発された生産額と、推計によ
り求めた種類別産業別の産業廃棄物排出量原単位
行列とから、種類別産業別の産業廃棄物排出量を
求め、これと公表されている産業廃棄物の最終処
分率を用いて、種類別産業別の最終処分量を求め、
その結果を分析する。最終処分率は最終処分量/
排出量で定義され、排出量のうち最終処分に回る
量の比率のことであり、値が小さい方が中間処理
量・再利用量が多く減量化が進んでいることを示
す。表5に産業廃棄物の種類別最終処分率の動向
を示す。
産業廃棄物の統計として、通常利用されている
のは、厚生省生活衛生局水道環境部産業廃棄物対
策室が「産業廃棄物の排出および処理状況につい
表5 産業廃棄物最終処分率の動向 (単位・%)
1980 1985 1991 1992 1993 
燃え殻 76 90 80 84 84 
汚泥 16 22 18 21 19 
廃油 5 7 7 6 6 
廃酸 19 12 18 8 4 
廃アルカリ 6 10 12 10 13 
廃プラスチック 41 49 66 56 56 
紙くず 10 11 21 10 10 
木くず 10 13 19 18 17 
繊維くず 18 29 8 B 9 
動植物性残さ 6 5 14 18 14 
ゴムくず 61 73 63 73 72 
金属くず 3 7 6 6 5 
ガラス・陶磁器くず 62 77 76 73 72 
鉱さい 24 32 26 16 9 
建設廃材 92 77 58 53 53 
動物のふん尿 6 
動物の死体 76 82 9 9 11 
ばいじん 7 48 6 9 7 
合計 23 29 23 23 21 
資料産業廃棄物ハンドブック』各年版
表6 産業廃棄物排出量の推計 (93年度) 単位:100トン
ガフスくず
燃え殻 汚泥 廃油 膜酸廃7)レカ廃プラスチ紙くず 木〈ず 繊維くず動植物性残ゴムくず 金属くず及びず陶器〈 鉱さい 建般廃材 動物のふん動物の l;it 合計リッ9類 尿死体じん
1農業 。 。。。 。 119 。 。 。 。 。 。 。 。 。75567 75 。75761 
Z林難 。 。。。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。。 。
3漁業 。 。。。 。 40 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。。 40 
4鉱業 o 28343 2 。 。 z 。 。 。 。 。 。 。 。 826 。。。29173 
5建般業 o 16953 。 。 216 D 2628 。、 。 。 628 1054 。60126 。。。81606 
6食品 21 7578 29 52 4 187 。 。 。 2898 。 65 12 。 。 。 。。10846 
7飲料・飼料・たばこ 5 4728 1 。 。 211 。 。 。 235 。 18 16 。 z 。 。。 5216 
8繊維工業 19 1675 4 。 。 94 。 。 61 。 。 13 4 。 。。8 1879 
9衣服・その他織維製品 。 11 1 。 。 126 。 。 53 。 。 1 4 。 。 。 。。 196 
10木材・木製品 7 。 。 6 22 。3269 。 。 。 4 。 。。 3312 
11家具・装備品 。 11 。。 16 。 425 。 。 。 6 6 。 。。。 466 
12パルプ・紙・紙加工 531 26650 13 。 117 1263 626 。 o 。 26 12 。 D 。 o 134 29373 
13出版・印刷 13 53 12 54 26 171 420 。 。 。 34 。 。 。 。。。 784 
14化学工業 260 11876 651 121 887 481 。 。 。 86 。 131 116 。 15 。 o 362 14986 
15石油・石炭 68 427 11 2 3 4 。 。 。 。 。 z 77 。 199 。。7 800 
16プラスチック 30 84 25 117 25 828 。 。 。 。 。 62 10 。 。 。 。64 1245 
17ゴム製品 。 105 3 3 62 。 。 。 。 42 74 1 。 2 。。。 293 
18なめし皮・同製品 。 。。。 。 139 。 。 。 。 6 z 。 。 。 。。。 147 
19窯業・土石製品 39 11409 5 21 。 37 。 。 。 。 。 8 3575 1977 177 D 。 1 17249 
20鉄鋼業 4 4243 61 1164 z 10 。 。 。 。 2 47 512 24091 67 。 o 730 30933 
21非鉄金属 1 189 243 24 9 18 。 。 。 。 。 18 14 2226 。 。。 1 2743 
22金属製品 14 1864 45 570 137 111 。 。 。 。 16 940 4 185 54 。。 3941 
23一般徹械器具 13 291 81 16 18 103 。 。 。 。 z 577 34 431 26 。。。 1592 
24電気機械器具 11 1368 80 459 349 649 。 。 。 。 469 380 2 1 D 。D 3769 
25験送用機械器具 5 1024 90 29 19 156 。 O 。 。 。 758 27 1891 4 。 。 1 4004 
26精密機械器具 1 71 2 。 7 19 。 。 。 。 D 3 3 64 9 。 。。 179 
27その他 。 550 1 4 z 76 。 O 。 。 。 21 22 。 30 。。。 706 
28電気・ガス・水道 1653 57788 21 133 -41 10 。 。 。 。 。 5 5 。 。 。 o 7832 67488 
29金融・保険・不動産 。 。。。 。 。 。 。 。 。 。 。 D 。 。 。 。。 。
30運繍・通信業 。 184 79 。 。 256 。 。 。 。 。 116 21 。 。 。。。 656 
31卸・小売業 。2053 953 。 。 640 。 。 。 D 。 728 11 。 。 。。。 4385 
32サービス業 。 963 338 。 。 429 。 。 0・ 。 。 1272 100 。 。 。。。 3102 
33事務用品 。 。。。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。。。 。
34分類不明 。 。。。 。 。 D 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。。 。
合計 2695 180491 2753 2769 1538 5349 1683 6948 114 3219 70 6028 6021 30867 61541 75567 75 9142 396870 
???????
?
??? ? ? ? ?
? ?
?????
? ?
??
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てJとして公表し『産業廃棄物処理ハンドブック』
に掲載されているデータである(以下「産業廃棄
物統計Jと略称する)。この統計では産業廃棄物排
出量について産業別、種類別、地域別の排出量が
公表されている。これは都道府県が実施している
f産業廃棄物実態調査Jをベースに厚生省が全国
値を推計したものである。しかしこの統計では、
産業と種類をクロスしたデータは公表されていな
い。各県の f産業廃棄物実態調査Jでは種類と産
業をクロスした詳細な統計が公表されているの
で、この情報をもとにRAS法を用いて全国レベル
の種類別産業別の産業廃棄物排出量行列を推計し
た。推計結果は表6に示す通りである。
3. 2 産業連関モデル
本節では分析に用いたモデルを提示するが、モ
デルの基本的な考え方については別途報告済みで
あり、詳細に関しては(大平他、 1998)を参照さ
れたい。ここでは、全体の理解に必要な範囲での
説明に留める。本分析には、通商産業省通商産業
大臣官房調査統計部編のB'I993年産業連関表(延
長表)J (1996)を用いた。付帯表によるアプロー
チを採用するので、以下の式で与えられる通常の
均衡産出高モデ、ルを用いる。
X = (1 -( 1 -M) A )-1 (( 1 -M) Fd + E) 
ただし、
X 国内生産額ベクトル
A 投入係数行列
1 単位行列
M:輸入係数を対角化した行列
Fd:国内需要ベクトル
E 輸出ベクトル
である。
最終需要Fdは、家計外消費、民間消費、政府消
費、公的資本形成、民間資本形成、在庫純増から
なる。いま最終需要Fdが与えられると、誘発生産
額Xが求められ、この生産額に対応して、各産業
部門から種類別の産業廃棄物が排出される。この
排出量を求める排出係数の計算には、種類別産業
別の産業廃棄物排出量として求めた表6のデータ
を用いる。
Fd 最終需要
x 誘発生産額
w 廃棄物排出量
D 廃棄物最終処分量
図4 分析手順
ここでは付帯表を用いて図4に示すような分析
を行った。つまり、最終需要ベクトルFdと輸出E
が与えられると、誘発生産額Xが得られ、この生
産額と産業廃棄物排出係数行列Wcから、産業別種
類別の産業廃棄物排出量Wが求められ、排出量と
処分率から産業別種類別の最終処分量Dが得られ
る。
すなわち以下の式で示すように、産業廃棄物の
排出係数を園内生産額単位あたりの係数として定
義する。
WC;j = Wij / Xj 
ただし、
WCij :j産業部門のi種類の産業廃棄物の排出係数
Wij :j産業部門のi種類の産業廃棄物量(トン)
Xj 産業連関表のj産業部門の国内生産額(円)
である。
また、種類別産業別の産業廃棄物排出量行列は
次式で与えられる。
W=WcX 
ここで、行列表示を用いてWc= {WC;j} とおい
た。
表7 産業廃棄物最終処分量の推計 (93年度) 単位:100トン
ガラス〈ず
餓え殻 汚泥 廃油 廃磁鹿アルカ廃プラスチ紙くず 木〈ず 繊維〈ず動植物性残ゴムくず 金属〈ず及び陶ず器〈 鉱さい 建叡廃材 動物のふん動物の l;t( 合計リック類 原死体じん
1.業 。 。。。 。 67 。 。 。 。 。 。 。 。 。 756 8 。 831 
2林業 。 。。。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。。 o 
3漁業 。 。。。 。 22 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。。 22 
4鉱業 。5385 。。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 438 。 。。 5824 
5建段業 。3221 。。 。 121 。 447 。 。 。 31 759 。31867 。 。。36446 
6食品 18 1440 z z 105 。 。 。 406 。 3 9 。 。 。 。。 1984 
7飲料・飼料・たばこ 4 898 。。 。 118 。 。 。 33 。 12 。 1 。 。。 1067 
8織維工業 16 318 。。 。 53 。 。 5 。 。 3 。 。 。 397 
9衣服・その他繊維製品 。 2 。。 。 71 。 。 5 。 。 。 3 。 。 。 。。 80 
10木材・木製品 6 。。。 12 。 556 。 。 。 。 。 。 。。 576 
11家具・装備品 。 2 。。 。 9 。 72 o D 。 。 4 。 。 。。 89 
12パルプ・紙・紙加工 446 5064 。 。 66 126 106 。 。 。 9 。 。 。 。 9 5828 
13出版・印刷 11 10 z 3 96 42 。 。 。 z 。 。 。 。 。。 167 
14化学工業 218 2256 39 5 115 269 。 。 。 12 。 7 84 。 8 。 。25 3039 
15石，由・石炭 57 81 。 。 2 。 。 。 。 。 。 55 。 105 。 。。 303 
16プラスチック 25 16 z 5 3 464 。 。 。 。 。 3 7 。 。 。 。 4 529 
17ゴム製品 。 20 。。 。 35 。 。 。 。 30 4 。 。 。。 91 
18なめし皮・問製品 。 。。。 。 78 。 。 。 。 4 。 。 。 。 。 。。 82 
19窯業・土石製品 33 2168 。 。 21 。 。 。 。 。 。 2574 178 94 。 。。 5069 
20鉄鋼業 3 806 4 47 。 6 。 。 。 。 z 369 2168 36 。 。51 3493 
21非鉄金属 36 15 10 。 。 。 。 。 10 200 。 。 。。 275 
22金属製品 12 354 3 23 18 62 。 。 。 。 12 47 3 17 29 。 。。 578 
23一般機械器具 11 55 5 z 58 。 。 。 。 29 24 39 14 。 。。 239 
24電気機械器具 9 260 5 18 45 363 。 。 。 。 23 274 。 。 。。 1000 
25輸送用機械器具 4 195 5 2 87 。 。 。 。 。 38 19 170 z 。 。。 525 
26精密機械器具 13 。。 11 。 。 。 。 。 。 z 6 5 。 。。 39 
27その他 。 105 。。 。 43 。 。 。 。 。 16 。 16 。 。。 180 
28電気・ガス・水道 1389 10980 5 5 6 。 。 。 。 。 。 4 。 。 。 o 548 12938 
29金融・保険・不動産 。 。。。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。。 O 
30運輸・通信業 。 35 5 。 。 143 。 。 。 。 。 6 15 。 。 。 0・ 。 204 
31卸・小売業 。 390 57 。 。 358 。 。 。 。 。 36 8 。 。 。 。。 850 
32サーピス業 。 183 20 。 。 240 。 。 。 。 。 64 72 。 。 。 。。 579 
33事務用品 。 。。。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。。 O 
34分類不明 。 。。。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。。 O 
合計 2264 34293 165 111 200 2995 168 1181 10 451 50 301 4335 2778 32617 756 8 640 83324 
??????????????
? ?
??
?
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?
??
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X:産業別国内生産額を対角化した行列であ とほぼ半分弱を占めており、電気・ガス・水道業
る。それぞれの単位は、 Wがトン、 Xが円、 Wcが が1300万トン(15.5%)、鉱業カt580万トン (7%)、
トン/円である。 パルプ・紙加工業 (7%)、窯業・土石が500万ト
種類別産業別の産業廃棄物最終処分量行列Dを ン (6.1%)、鉄鋼業が350万トン (4.2%) となっ
次式で与える。 ている。
D=DcW 次に各産業の排出量の中で中間処理・減量化の
ここで、 後に残った最終処分量の割合を示す最終処分率を
Dc:種類別の産業廃棄物最終処分率を対角化し みていこう。建設業は最終処分量の43.7%を占め、
た行列である。 Dcの単位は%であり、具体的には しかも最終処分率が44.7%であり、一層の減量化、
表5の1993年度の値を対角化した行列であり、 D
の単位はトンである。 表8 排出量、最終処分量、最終処分率の推計値(1993年度)
基本的な分析である最終需要と産業廃棄物の関
係については、前掲論文で報告済みである。ここ 産業 排出量最終処分量 処分率
農業 75761 831 1.1 
で上記の手順により求めた種類別産業別の最終処 林業 O O 0.0 
分量の推計結果を表7に示す。 漁業 40 22 56.0 
最終処分量の削減には排出量の削減によるルー 鉱業 29173 5824 20.0 
建設業 81606 36446 44.7 
トと最終処分量削減によるルートとがある。排出 食品 10846 1984 18.3 
量削減は各産業での生産工程の改善・改良からも 飲料・飼料・たばこ 5216 1067 20.5 
たらされ、最終処分量削減は、再生利用の向上と 繊維工業 1879 397 21.1 
廃棄物処理事業からもたらされる中間処理能力の
衣服・その他繊維 196 80 41.0 
木材・木製品 3312 576 17.4 
向上とが考えられる。 家具・装備品 466 89 19.0 
ここでは産業廃棄物処理技術の改善の効果を検 パルプ・紙・紙加工 29373 5828 19.8 
討することとし、どの種類の産業廃棄物の処分能 出版・印刷 784 167 21.4 化学工業 14986 3039 20.3 
力の向上が全体としての最終処分率の削減に効果 石油・石炭製品 800 303 37.9 
があるのかを検討するために、各種類別の産業廃 プラスチック製品 1245 529 42.5 
棄物の最終処分率が 1%削減された場合の効果、 ゴム製品 293 91 31.0 なめし皮・悶製品 147 82 56.0 
つまり各種類別の最終処分率を 1%カットした処 窯業・土石製品 17249 5069 29.4 
分率を用いて、最終処分量が産業別にどのように 鉄鋼業 30933 3493 11.3 
変化するのかを求めた。 非鉄金属 2743 275 10.0 
金属製品 3941 578 14.7 
一般機械器具 1592 239 15.0 
4.分析結果の考察 電気機械器具 3769 1000 26.5 
輸送用機械器具 4004 525 13.1 
精密機械器具 179 39 21.7 
前節の手順により求めた産業別種類別の産業廃 その他製造業 706 180 25.5 
棄物の最終処分量をもとにして、排出量、最終処 電気・ガス・水道 67488 12938 19.2 
分量、最終処分率について産業別にまとめた一覧 金融・保険・不動産 O O 0.0 
表を表81こ示す。以下、その特徴を検討してみよ
運輸・通信業 656 204 31.1 
卸・小売業 4385 850 19.4 
フ。 サー ビス業 3102 579 18.7 
先ず、最終処分量について、産業全体では8300 事務用品 O O 0.0 
万トンの処分量となり排出量全体4億トンの約
分類不明 O O 0.0 
合計 396870 83324 21.0 
20%である。次にこの最終処分量を産業別に検討 注処分率=処分量/排出量
すると、建設業が3600万トン(シェアは43.7%) 注2 排出量、処分量の単位は1000打、処分率は%
木村・大平・庄田:産業連関表による産業廃棄物の分析
再利用化がもとめられる。建設業についで処分量
が多い電気・ガス・水道業は量では15.5%、処分
率では19.2%である。鉱業の処分量は7%、処分
率は20%、パルプ・紙加工業も処分量は鉱業と同
様7%であるが、処分率は19.8%である。窯業・
土石の処分量は6.1%で処分率は29.4%であり、鉄
鋼業の処分量は4.2%で、処分率はIl.3%である。
鉄鋼業、電気・ガス・水道業の処分率は全体の平
均である全産業の処分率21%を下回っているが、
建設業は最終処分率の改善が必要な業種であると
〉??
?
》 ?? ? ?
最終処分量の減量化には、排出抑制と中間処理
の向上とがともに必要である、汚泥は排出量の約
20%にまで減量化されているが、 1993年度でみて
排出量が全体の46%であり、最終処分量自体が依
然として多い。また、建設廃材も排出量では全体
の16%であるが、処分率が53%であり、中間処理・
再利用の向上による最終処分量の削減が重要な課
題であろう。建設廃材はほとんどが建設業から排
出され、汚泥は電気・ガス・水道業から多く排出
されている。
次に、種類別の最終処分率を 1%削減した場合
の効果を見ていこう。種類別の最終処分率を引き
下げた場合の産業別最終処分量の削減量を表9に
示す。
種類別の削減量をみると、最終処分率を 1%引
き下げることによって10万トン以上最終処分量が
削減されるのは、汚泥の180万トン、動物のふん尿
の76万トン、建設廃材の62万トン、鉱さいの31万
トンの4種類である。最終処分率の実績(1993年)
を見ると、汚泥が19%、動物のふん尿が 1%、建
設廃材が53%、鉱さいが9%となっているから、
両者を対照させることによって、最終処分率を引
き下げる余地が大きしかっ大きな削減効果が期
待されるのは，汚泥と建設廃材の2つであること
が分かる。
汚泥と建設廃材は、その排出源となる産業と言
う観点、からは大きな違いがある。汚泥についてみ
ると最終処分率の削減に伴う削減量の多い産業
は、電気・ガス・水道の58万トン (32%)、鉱業の
28万トン(16%)、パルプ・紙加工業の27万トン
75 
(15%)、建設業の17万トン (9%)、化学工業の12
万トン (7%)、窯業・土石のI万トン (6%)で
ある。以上のように汚泥は多種類の産業から排出
されるのが特徴であり、汚泥の最終処分率を引き
下げることに伴う減量効果は極めて多くの産業に
及ぶことになる。これに対して建設廃材は、建設
業の60万トンが全体の97.7%を占めるから、汚泥
とは対照的に建設廃材の最終処分率を引き下げる
ことに伴う減量効果はほとんど建設業にのみ現れ
ると言える。
近年、水質汚濁の要因として工場排水について
は排出規制の強化の効果が現れているのに対し
て、下水道整備の遅れ等によって家庭排水が発生
源対策の中心的な位置を占めるようになってい
る。特に流域に人口、産業の集中する都市河川や
湖沼については、下水道整備事業の一層の促進が
求められている。こうしたことを考慮に入れると
下水道整備の進展等に伴い、汚泥については今後
ともその排出量が増加傾向を示すと考えられる o
汚泥については、汚泥のリサイクルに関する技術
開発等によって最終処分率を引き下げていく努力
が必要であろう。
一方、パプル経済崩壊後の日本経済が低迷する
中にあって、景気対策としての公共事業は強力に
推進されたものの、全体としての建設活動は回復
にはほど遠い状況が続いている。こうした中に
あっても、産業廃棄物の最終処分量に占める建設
廃材の占める比重は極めて高く、今後建設活動が
本格的に回復した場合には建設廃材が一層増加す
るおそれがある。建設廃材については、排出量自
体も多くかっ最終処分率が高いことから、最終処
分量を削減する余地は極めて大きい。建設廃材に
ついては排出量の抑制と中間処理の向上による最
終処分率の一層の削減がともに求められる。産業
廃棄物最終処分量に対する建設業の影響は極めて
大きなものがあり、今後の産業廃棄物最終処分量
の量的な動向を見ていく上で、建設業の取り組み
が決定的な影響を与えると考えることができる。
h屯
'" 種類別の処分場~l%削減の産業別減量効果 (1993年度: 1000トン)表9
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最終処分率
1慶業
Z林業
3漁業
4鉱業
5建段業
6食品
7飲料・飼料・たばこ
8織維工業
9衣服・その他織維
10木材・木製品
11家具・装備品
12パルプ・紙・紙加工
13出版・印制
14化学工業
15石油・石炭
16プラスチッ0
17ゴム製晶
18なめし皮・同製品
19窯業・土石製品
20鉄鋼業
21非鉄金属
22金属製品
23ー般儀織器具
24電気織織器具
25愉送用織械滋具
26精密儀械器具
27その他
28電気・ガス・水道
29金融・保険・不動産
30運鎗・通信業
31卸・小売業
32サー ビス黛
33事務用品
34分類不明一合計
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5.おわりに
今回、産業廃棄物問題を分析するにあたって、
一次統計が十分に整備されていないために、様々
な前提を置きながら推計作業をすすめ、種類別産
業別の産業廃棄物排出量、および種類別産業別の
産業廃棄物最終処分量を推計した。本稿では産業
廃棄物に関する公表データをできる限り活用し
て、産業廃棄物の種類別産業別の最終処分量を中
心に分析した。技術を所与とした分析であるため、
排出された産業廃棄物と最終処分量の関係のみの
分析ではあったが、種類別の最終処分率の動向が
産業別にはどのような影響を与えるかについて数
量的な傾向を示すことができたと考えている。
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There are many problems on the environm ental issue. Among of al the rising level of 
waste has become an important policy problem， because of the shortage of landfills and 
disposal facilities. In Japan， waste is classified as “general" and “industrial". The Waste 
Disposal and Public Cleansing Law specifies the industrial waste into 19 groups. Economic 
activities generate various industrial waste as by-products. Today， Business enterprises 
generate large volume of industrial wastes. 
The subject of this paper is to show how to apply the Input-Output analysis on the 
industrial waste problem. We take following two steps， using withourestimated coefficients. 
First step， the estimated discharge of individual industrial waste and the final disposal 
ratio by groups (final disposalldischarge) show how much the individual industry generates 
its final disposal by kind of groups. 
Second step， toexamine the impact of the disposal reduction， we calculate the volume of 
final disposal when we cut the final disposal ratio by 1%. 
Our results can be concluded that 
(l)Construction industry generates 45% volume of final disposal industrial waste; 
demolished building materials， such as broken concrete， bricks and like resulting 
from demolition. 
(2)The reduction of sludge shows remarkable effects. 
(3)In spite of date shortage， our results show some application to the Input-Output analysis 
on the industrial waste problem. 
